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 2020年のハイライト
・本年は新型コロナウィルスの影響により、「樹脂生産量」は963万t、「国内樹脂製品消費量」は841万tと

前年より大幅に減少しました。
・「廃プラ総排出量」は822万tに減少しました。
・有効利用された廃プラ量は710万tで、有効利用率は前年より1ポイント上昇して86%になりました。
2020年は新型コロナウィルスの影響による生産活動の制約、消費活動の低下により、樹脂製品の需要が減少したため、「樹脂生産
量」は963万t〔対前年比、－87万t；－8.3%〕、「樹脂輸入量」は219万t〔同、－30万t；－12.2%〕になり、「国内樹脂製品消費量」は
841万t〔同、－98万t；－10.4%〕と大幅に減少しました。一方、自動車の輸出台数が減少し「輸出された組立製品中の部品樹脂量」が48
万t〔同、－17万t；－25.9%〕まで減少したことで「国内樹脂投入量」は837万t〔同、－81万t；－8.8%〕になり、減少幅がやや縮小しま
した。また「廃プラ総排出量」は822万t〔同、－28万t；－3.3%〕に減少しました。廃プラの排出先の内訳として、「一般系廃棄物」は巣ご
もり・衛生関連製品需要の増加により消費量が比較的減少しなかったため、410万t〔同、－2万t；－0.6%〕とほとんど変わりませんでし
た。一方、生産活動の制約に伴い工場等から排出される「生産・加工ロス量」が減少したため、「産業系廃棄物」は413万t〔同、－26万t；
－5.8%〕と大幅に減少しました。
処理処分方法別では、マテリアルリサイクル量は173万t〔同、－12万t；－6.7%〕、ケミカルリサイクル（＊1）量は27万t〔同、+1万t；
+2.5%〕、サーマルリサイクル（＊2）量は全体で509万t〔同、－4万t；－0.8%〕になり、「廃プラ総排出量」が減少したこともあって有効
利用された廃プラ量は710万t〔同、－16万t；－2.2%〕に減少しました。なおマテリアルリサイクル量が減少した理由としては、本年度実
施したフロー図の精度向上検討『MR量の見直し』による見かけ上の減少〔－4万t〕以外に、生産・加工ロス品由来のMR量の減少〔対前
年比、－5万t〕、廃PETボトルのMR量の減少〔同、－2万t〕等が挙げられます。一方、単純焼却処理、埋立処分による未利用の廃プラ量も
112万t〔対前年比、－12万t；－9.8%〕に減少しました。マテリアル,ケミカル,サーマルリサイクルの比率はそれぞれ21%〔対前年比、－0.8
ポイント」,3%〔同、+0.2ポイント〕,62%〔同、+1.6ポイント〕になり、廃プラの有効利用率は前年に比べ1ポイント増の86%になりまし
た。有効利用率が増加した主な理由としては、固形燃料（RPF）利用量の増加〔対前年比、+12万t；+13.5%〕が挙げられます。

＊1：ケミカルリサイクル=高炉・コークス炉原料+ガス化（化学原料利用）+油化
＊2：サーマルリサイクル（エネルギー回収）=ガス化（燃料利用）+固形燃料/セメント原・燃料+発電焼却+熱利用焼却

 フロー図を構成する各項目の解説
プラスチックマテリアルフローの推算方法を8、9頁に示した。
① 樹脂製造・製品加工・市場投入段階
1－1　樹脂生産量
・	経済産業省・化学工業統計を基に推計した。なお、（合成）樹脂には合成ゴム、合成繊維は含まれない。

1－2　再生樹脂投入量
・	便宜的に前年に生産されたマテリアルリサイクル品（再生樹脂）の国内循環利用分が当年に使用されるものとし、再生樹脂の輸出量等を考慮
して推計した。

1－3　国内樹脂製品消費量
・	（国内樹脂製品消費量）＝（樹脂生産量）－｛（樹脂輸出量）－（樹脂輸入量）｝－（液状樹脂等量）－｛（加工ロス量）－（再生樹脂投入量）｝－
｛（製品輸出量）－（製品輸入量）｝
・	樹脂輸出入量（財務省・貿易統計）
・	液状樹脂等	：	排出時に廃プラスチックの対象外となる接着剤、塗料のような液状樹脂等（経済産業省・化学工業統計）
・	製品輸出入量（財務省・貿易統計）
・	加工ロス	：	製品にならずに加工段階からの廃棄物として排出されるもの

1－4　国内樹脂投入量
・	（国内樹脂投入量）＝（国内樹脂製品消費量）－｛（輸出された組立製品中の部品樹脂量）－（輸入された組立製品中の部品樹脂量）｝
・	組立製品	：	自動車、家電
・	輸出・輸入された組立製品数	：	自動車は自動車データベース｛（一社）日本自動車工業会｝、家電は経済産業省・生産動態統計等から求めた。

② 廃プラスチック排出段階
2－1　使用済製品排出量
・	需要分野別樹脂別の国内樹脂投入量（１９７６年からの各年使用量）および新需要分野別製品排出モデル（「100年排出モデル」：2017年当
協会策定）から当協会の推算システムで算出した。
・	中古自動車および中古家電の輸出量は使用済製品排出量に及ぼす影響が大きいため、輸送分野および電気・電子機器分野の樹脂排出量に
修正を加えた。なお、中古車の輸出台数は（一社）日本自動車販売協会連合会のデータを、中古家電の輸出台数は、経産省・環境省	作成資料
「家電リサイクル法に基づくリサイクルの実施状況等について」記載の「２０１７年フロー推計結果」を使用した。
・	一般系廃棄物・産業系廃棄物排出比率も新需要分野別製品排出モデル（2017年当協会策定）で推計した。

2－2　生産・加工ロス排出量
・	生産ロス（樹脂生産段階で廃棄物として排出されるもの）は樹脂生産量の外数としており、生産ロス量および加工ロス量は所定のロス率を設
定して推計した。なお生産ロス率については２０１８年フロー図から、加工ロス率については２０１９年フロー図から最新値を適用した。

2－3　廃プラ総排出量
・	（廃プラ総排出量）＝（使用済製品排出量）＋（生産ロス量）＋（加工ロス量）

2－4　廃プラ総排出量の樹脂別内訳
・	使用済製品排出量の樹脂別内訳、生産・加工ロス排出量、樹脂生産量の樹脂別内訳等から推計した。

③廃プラスチック処理処分段階
3－1　再生利用（マテリアルリサイクル）量
・	一般系廃棄物の再生利用量は、ＰＥＴボトルリサイクル量（ＰＥＴボトルリサイクル推進協議会）、白色トレイ回収量｛（一社）日本プラスチック食
品容器工業会｝および容器包装リサイクル法（容リ法）で定めるその他プラスチック製容器包装の再生利用量として（公財）日本容器包装リサ
イクル協会（容リ協）の公表値を使用した。なお、その他プラスチック製容器包装の再生利用後の残渣に関しては、容リ協が公表している数値
を係数化して固形燃料化等に割り振った。
・	産業系廃棄物の再生利用量は、工業会等の統計値から推算される使用済製品由来の再生利用量（：２０２１年度に見直しを実施）と生産・加工
ロス品由来の再生利用量の合算値から、一般系廃棄物の再生利用量を控除して求めた。なお２０１８年に実施した調査結果を基に、生産ロス
品については２０１８年フロー図から約７割が、加工ロスについては２０１９年フロー図から約６割が再生利用されるものとした。
・	再生樹脂＝プラ屑＋再生原料＋再生製品であり、プラ屑は再生利用目的で破砕・洗浄等の中間処理を施した廃プラを、再生原料はペレット、イ
ンゴット、フレーク、フラフ等を、そして再生製品は輸送用パレット、土木建築用資材、日用雑貨等の製品を指す。
・	再生樹脂の輸出量はプラ屑および再生原料の輸出量の合算値とした。プラ屑の輸出量は財務省・貿易統計の「プラスチックのくず」輸出量
を補正して算出した。また再生原料の輸出量は樹脂原料に係る財務省・貿易統計値および石油化学工業協会統計値等を用いて推算した。な
お、プラ屑の輸入量は無視できるほど少ないものの統計値があるため輸出量から控除したが、再生原料の輸入量および再生製品の輸出量に
ついては無視した。

3－2　固形燃料／セメント原燃料、高炉・コークス炉原料、ガス化、油化利用量
・	固形燃料利用量には、それを用いて発電焼却した量も含まれるが、固形燃料およびセメント原・燃料利用量はそれぞれの工業会の調査結果を
基に求めた。
・	容リ法の再商品化方法として認可されている高炉還元剤、コークス炉化学原料、ガス化（但し、リサイクル生成物が化学原料に限る）および
油化の利用量（：一般系廃棄物由来の利用量）は容リ協の公表値を使用した。産業系廃棄物由来の利用量に関しては、主にアンケート調査結
果から求めた。

3－3　一般系廃棄物の焼却処理、埋立処分量
・	焼却処理量・埋立処分量
	 焼却・埋立の比率は、環境省の「令和元年度一般廃棄物処理実態調査結果」の公表値に基づき当協会の調査結果を用いて推計した。
・	発電・熱利用・単純焼却処理量
	 発電焼却は発電設備付焼却炉での焼却処理を、熱利用焼却は発電設備付ではないが外部に熱利用施設をもつ焼却炉での焼却処理を、単純
焼却はそれら以外の焼却炉での焼却処理を意味し、それら比率は環境省の公表値を基に当協会の調査結果を用いて推計した。

3－4　産業系廃棄物の焼却処理、埋立処分量
・	産業系廃棄物の処理処分の中に事業系廃棄物として自治体への委託処理が一部存在する。業者処理・自治体委託処理の比率については、
２０１８年度に実施した調査結果を基に算定した最新値を使用した。なお自治体委託処理における発電焼却・熱利用焼却・単純焼却・埋立の比
率は一般系廃棄物処理に準じた。
・	業者による焼却・埋立比率および焼却処理における発電・熱利用・単純焼却の比率については、２０１８年度に実施した調査結果を基に算定し
た最新値を使用した。
・	発電焼却には有価で取引される廃プラスチックを含む。

 公表にあたって
プラスチック（以下、プラ）のマテリアルフロー図の精度向上のため、本年度は主に①マテリアルリサイクル（MR）量の見直し、②MR品

（再生樹脂）輸出量の見直しを行いました。

①MR量（再生利用量）の見直し：使用済製品由来のMR量については長きにわたり推算スキームの更新ができておりませんでした。そこ
でMRされる使用済製品を可能な限り洗い出し、各種の統計を基にそれらがMRされる量を精査した上でMR量の積み上げを行いまし
た。【5頁  ⑥マテリアルリサイクルの内訳「使用済製品の内訳」参照】
その結果、MR量を4〜5万t過大評価していたことが分かりました。

②MR品輸出量の見直し：日本は今までMR品（主に中間処理されたプラ屑）を大量に海外（主に中国）に輸出してきましたが、2018年
の中国の廃プラ輸入規制強化により、MR品の輸出量（貿易統計の「プラスチックくず」輸出量）は大幅に減少しました。その一方、当
該貿易統計では把握できない、例えばペレット等の再生原料の形で輸出されるケースが増大しているものと推察されました。そこでMR
品（=プラ屑+再生原料）の輸出実態を把握するため、主要な樹脂（ﾎ ﾘ゚ｴﾁﾚﾝ/ﾎ ﾘ゚ﾌ ﾛ゚ﾋ ﾚ゚ﾝ/ﾎ ﾘ゚ｽﾁﾚﾝ）について、貿易統計から得られる『再
生原料を含む樹脂原料の輸出量』から石油化学工業協会が把握し公表している『再生原料を含まない樹脂原料の輸出量』を控除する
ことによって再生原料輸出量を求め、それに輸出業者・工業会等へのヒアリングにより収集した主要な樹脂以外の樹脂についての再生
原料輸出量を加算することでプラ屑以外の形で海外へ輸出される再生原料量を推算しました。2020年のこの量は62万tにも達し、中
国の廃プラ輸入規制強化直後に強まったプラ屑を中国以外の国 （々主に東南アジア諸国）へ輸出する動きが徐々に弱まるなか、国内で
再生原料化して海外へ輸出する動きが強まっていることが明らかになりました。この再生原料輸出量に貿易統計の「プラスチックくず」
輸出量を加算したMR品輸出量は136万tになることから、MR品の8割近くが海外に輸出されているものと思われます。【5頁  ⑥マテ
リアルリサイクルの内訳「マテリアルリサイクル品の利用先」参照】
廃プラのマテリアルバランスから考えれば、MRに利用される廃プラの一部がプラ屑や再生原料として海外へ輸出され、それ以外の廃
プラを用いて再生製品が生産され、（フロー図では翌年に）国内で使用（循環利用）されることになります。よってMR量からMR品輸
出量を控除することにより国内で循環するおおよその再生製品量を推定することができます。上記の推算結果の検証のため、得られた
MR品輸出量を基に再生製品量を推定したところ、再生樹脂の国内出荷に係る経産省・工業統計「廃プラスチック製品」量と概ね一致し
ていることが確認できました。

　フロー図の作成にあたっては、環境省、経済産業省、各自治体および関連諸団体から貴重なデータ並びにご指導をいただきました。こ
こに厚く御礼を申し上げます。またアンケートあるいはヒアリングにご協力いただいた廃プラ排出事業者、処理業者、輸出業者の皆様にも
厚く御礼を申し上げます。
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（単位：万t）
年 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

廃プラ総排出量 997 1,016 990 1,001 1,013 1,006 1,005 994 998 912 945 952 929 940 926 879 860 863 861 850 822

有
効
利
用
量

マテリアル
リサイクル量 139 147 152 164 181 185 204 213 214 200 217 212 204 203 199 173 174 177 188 186 173

ケミカル
リサイクル量 10 21 25 33 30 29 28 29 25 32 42 36 38 30 34 30 29 27 26 27 27

サーマル
リサイクル量 312 345 337 344 364 368 457 449 494 456 465 496 502 535 534  498 492  506 507 513 509

合　計 461 513 516 541 575 582 688 692 733 689 723 744 744 767 768 701 695 710 720 726 710

未
利
用
量

単純焼却量 238 220 202 193 174 164 146 137 113 102 97 102 96 98 91 86 78 74 71 70 66

埋立量 298 286 274 267 266 260 168 167 152 123 125 105 89 74 67 93 87 79 70 54 47

合　計 536 505 476 460 440 424 315 304 265 224 221 207 185 173 158 178 166 152 141 125 112

有効利用率（%） 46 50 52 54 57 58 69 69 73 75 77 78 80 82 83 80 81 82 84 85 86

注）マテリアルリサイクル量：再生利用量
ケミカルリサイクル量：高炉・コークス炉原料、ガス化（化学原料利用）、油化利用量
サーマルリサイクル量：ガス化（燃料利用）、固形燃料／セメント原・燃料、発電焼却、熱利用焼却利用量
有効利用率（％）＝（有効利用量／廃プラ総排出量）×100
※2015年以降のデータは2020年度に見直しを行った最新のデータを基に再計算して求めた。

年 樹脂生産量 国内樹脂製品消費量 廃プラ総排出量 一般系廃棄物 産業系廃棄物
万ｔ 万ｔ 万ｔ 万ｔ ％ 万ｔ ％

1980 752 552 326 178 55 147 45
1985 923 699 419 232 55 187 45
1990 1,263 999 557 313 56 244 44
1991 1,280 1,007 622 345 55 277 45
1992 1,258 928 690 390 56 300 44
1993 1,225 902 756 419 55 337 45
1994 1,304 966 846 423 50 423 50
1995 1,403 979 884 443 50 441 50
1996 1,466 1,081 909 455 50 454 50
1997 1,521 1,136 949 478 50 471 50
1998 1,391 1,020 984 499 51 485 49
1999 1,457 1,081 976 486 50 490 50
2000 1,474 1,098 997 508 51 489 49
2001 1,388 1,096 1,016 528 52 489 48
2002 1,385 1,057 990 508 51 482 49
2003 1,398 1,101 1,001 513 51 488 49
2004 1,446 1,136 1,013 519 51 494 49
2005 1,451 1,159 1,006 520 52 486 48
2006 1,445 1,120 1,005 508 51 498 50
2007 1,465 1,103 994 502 51 492 49
2008 1,345 1,089 998 502 50 496 50
2009 1,121 843 912 444 49 468 51
2010 1,270 970 945 459 49 486 51
2011 1,159 987 952 465 49 486 51
2012 1,054 960 929 446 48 482 52
2013 1,060 966 940 454 48 486 52
2014 1,061 977 926 442 48 483 52
2015 1,086 877 879 415 47 464 53
2016 1,075 888 860 385 45 475 55
2017 1,102 917 863 394 46 469 54
2018 1,067 932 861 405 47 456 53
2019 1,050 939 850 412 48 438 52
2020 963 841 822 410 50 413 50

注）樹脂生産量以外の2015年以降のデータは2020年度に見直しを行った最新のデータを基に再計算して求めた。
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有効利用した場合としなかった場合におけるエネルギー消費量、CO2 排出量と削減効果

項　　　　　目

2019年 2020年 △（2020-2019）
再生樹脂の国内循
環利用量の計算年：
計算対象年

再生樹脂の国内循
環利用量の計算年：
計算対象年の翌年

再生樹脂の国内循
環利用量の計算年：
計算対象年

再生樹脂の国内循
環利用量の計算年：
計算対象年の翌年

再生樹脂の国内循
環利用量の計算年：
計算対象年

有効利用量
（万t）

一般系廃棄物 350 349 -1
産業系廃棄物 376 361 -15
有効利用量・合計 726 710 -16

有効利用率 85% 86% 1%

エネルギー
（PJ）

一般系廃棄物
①有効利用した場合 374 388 346 351 -28
②有効利用しなかった場合 468 441 -27
③削減量（②-①） 94 80 95 90 1

産業系廃棄物
④有効利用した場合 316 376 278 295 -38
⑤有効利用しなかった場合 480 427 -53
⑥削減量（⑤-④） 165 105 149 132 -16

エネルギー削減貢献量・合計（③+⑥） 259 185 244 222 -15
有効利用しなかった場合のエネルギー総消費量 949 868 -80
環境負荷（エネルギー）削減貢献比率 27% 19% 28% 26% 1%

CO₂
（万t-CO₂）

一般系廃棄物
①有効利用した場合 1,955 1,989 1,864 1,875 -91
②有効利用しなかった場合 2,566 2,488 -77
③削減量（②-①） 611 576 625 613 14

産業系廃棄物
④有効利用した場合 1,350 1,526 1,238 1,283 -111
⑤有効利用しなかった場合 2,509 2,297 -212
⑥削減量（⑤-④） 1,160 983 1,059 1,014 -101

CO₂削減貢献量・合計（③+⑥） 1,771 1,559 1,684 1,627 -87
有効利用しなかった場合のCO₂総排出量 5,075 4,786 -289
環境負荷（CO₂）削減貢献比率 35% 31% 35% 34% 0%

四捨五入による数値の不一致は一部存在する。
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